
13 新産業都市地域

（1）概 況

事業所数 765 事業所 (前年比 39 事業所・ 4.9％減 全県占有率 37.5％)

従業者数 29,859 人 ( 同 1.224 人 ・ 3.9％減 同 45.4％)

製造品出荷額等 1 兆 8073 億円 ( 同 356 億 円 ・ 2.0％増 同 63.3％)

(粗)付加価値額 5722 億円 ( 同 151 億 円 ・ 2.7％増 同 62.1％)

前年に比較して、事業所数、従業者数は減少し、製造品出荷額等、（粗）付加価値額は上昇し

た。（利用上の注意 5(2)）

（表 24，図 21）

表 24 新産業都市地域の推移（従業者 4 人以上）



（2）製造品出荷額等

前年に比べ、8 業種が増加し、16 業種で減少となった。

・主な増加業種 ・主な減少業種

鉄鋼業 (前年比 Ｘ億円・ Ｘ％増) 電子部品 (前年比 419 億円・12.3％減)

石油・石炭 ( 同 207 億円・ 7.8％増) 化学 ( 同 105 億円・ 3.5％減)

精密機器 ( 同 80 億円・ 7.6％増) 窯業・土石 ( 同 68 億円・25.5％減)

輸送機器 ( 同 76 億円・ 624.9％増) 飲料・たばこ ( 同 45 億円・10.4％減)

（表 25）

・日本標準産業分類の改訂に伴い、総数および「16 印刷」の増減数、増減額、増減率は、平成

13 年の新聞業及び出版業を除いた数値と比較している。また、「27 電気機器」、「28 情報通

信]」、「29 電子部品」の平成 13 年の数値は新分類により表示している。



（3）（粗）付加価値額

前年に比べ、9 業種が増加し、15 業種で減少となった。

・主な増加業種 ・主な減少業種

鉄鋼 (前年比 Ｘ億円・ Ｘ％増) 電子部品 (前年比 179 億円・12.5％減)

石油・石炭 ( 同 60 億円・532.2％増) 一般機械 ( 同 65 億円・27.7％減)

化学 ( 同 56 億円・ 7.5％増) 窯業・土石 ( 同 46 億円・31.0％減)

精密機器 ( 同 51 億円・ 5.9％増) 飲料・たばこ ( 同 37 億円・19.3％減)

・構成比の高い業種

電子部品 25.9％ （1261 億円）

精密機器 15.7％ （ 927 億円）

化学 13.4％ （ 803 億円）

鉄鋼 10.9％ （ 968 億円）

表 25 新産業都市地域内の業種別事業所数、従業者数、製造品出荷額等、（粗）付加価値額

（従業者 4 人以上）

・表25に示す額は100万円単位であるが、増減額、増減率、構成比は原数値から算出している。



表 26 新産業都市地域の従業者規模別、事業所数、従業者数、製造品出荷額等（従業者 4人

以上）

・日本産業分類の改訂に伴い、増減率は、平成 13 年の新聞業及び出版業を除いた数値と比較

している。

・この表に示す額は 100 万円単位であるが、増減率、構成費は原数値から算出している。


